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招集ご通知

証券コード　7685
（発送日）2026年３月11日

（電子提供措置の開始日）2026年３月 ４日
株　主　各　位

東京都新宿区四谷四丁目28番８号 PALTビル
株  式  会  社  BuySell　Technologies
代表取締役社長兼CEO 徳 重 浩 介

【当社ウェブサイト】
https://buysell-technologies.com/

【株主総会資料　掲載ウェブサイト】
https://d.sokai.jp/7685/teiji/

【東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）】
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

第25回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。
　さて、当社第25回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げます。
　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）につい
て電子提供措置をとっており、インターネット上の以下の各ウェブサイトに掲載しておりますので、
いずれかのウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認くださいますようお願い申し上げます。

（上記のウェブサイトにアクセスしていただき、メニューより「IR情報」「IRライブラリ」「株主総
会関連資料」を順に選択いただき、ご確認ください。）

（上記の東証ウェブサイトにアクセスしていただき、「銘柄名（会社名）」に「BuySell 
Technologies」又は「コード」に当社証券コード「7685」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧
書類/PR情報」を順に選択いただき、「縦覧書類」にある「株主総会招集通知/株主総会資料」欄よ
りご確認ください。）

　なお、当日ご出席されない場合は、インターネット等又は書面（郵送）によって議決権を行使する
ことができますので、お手数ながら株主総会参考書類をご検討のうえ、2026年３月25日（水曜日）
午後６時までに議決権を行使くださいますようお願い申し上げます。

敬　具
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招集ご通知

１．日 時 2026年３月26日（木曜日）午後１時（受付開始　午後０時30分）
２．場 所 東京都新宿区西新宿八丁目17番１号　住友不動産新宿グランドタワー５階

ベルサール新宿グランド　コンファレンスセンター

３．目的事項
報告事項 １. 第25期（2025年１月１日から2025年12月31日まで）事業報告、連結計算

書類並びに会計監査人及び監査等委員会の連結計算書類監査結果報告の件
２. 第25期（2025年１月１日から2025年12月31日まで）計算書類報告の件

決議事項
第１号議案 剰余金の配当の件
第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）７名選任の件
第３号議案 監査等委員である取締役３名選任の件

記
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招集ご通知

４．議決権行使についてのご案内
（１）書面による議決権行使の場合

本招集ご通知とあわせてお送りする議決権行使書用紙に賛否をご表示いただき、2026年
３月25日（水曜日）午後６時までに到着するようご返送ください。

（２）インターネット等による議決権行使の場合
次ページに記載されております「インターネット等による議決権行使のご案内」をご確認
いただき、議決権行使ウェブサイトへアクセスのうえ、2026年３月25日（水曜日）午後
６時までに賛否をご入力ください。

※　書面とインターネット等により、重複して議決権を行使された場合は、インターネット等によるも
のを有効な議決権行使としてお取扱いいたします。

※　インターネット等によって複数回数議決権を行使された場合は、最後に行われたものを有効な議決
権行使としてお取扱いいたします。

※　書面により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に対する賛否の表示がない場合
は、賛成の表示があったものとしてお取り扱いいたします。

以　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら本招集ご通知とあわせてお送りする議決権行使書用紙を会場受付に
ご提出くださいますようお願い申し上げます。

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、前記インターネット上の各ウェブサイトにおいて、その
旨、修正前及び修正後の事項を掲載いたします。

◎書面交付請求をいただいた株主様には、電子提供措置事項を記載した書面をあわせてお送りいたしま
すが、当該書面は、法令及び当社定款第15条第２項の規定に基づき、次に掲げる事項を除いており
ます。

　①連結注記表
　②個別注記表
　したがって、当該書面に含まれる連結計算書類及び計算書類は、会計監査人が会計監査報告を、監査

等委員会が監査報告を作成するに際してそれぞれ監査をした連結計算書類及び計算書類の一部であり
ます。
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招集ご通知

議決権行使ウェブサイトアドレス　https://www.web54.net/

インターネット等による議決権行使のご案内
インターネット等により議決権を行使される場合は、あらかじめ次の事項をご了承いただきますよ

うお願い申し上げます。

１．議決権行使ウェブサイトについて
インターネット等による議決権行使は、当社の指定する以下の議決権行使ウェブサイトをご利用

いただくことによってのみ可能です。

２．議決権行使の方法について
（１）パソコンをご利用の方

上記アドレスにアクセスいただき、本招集ご通知とあわせてお送りする議決権行使書用紙に
記載された「議決権行使コード」及び「パスワード」をご利用になり、画面の案内に従って賛
否をご入力ください。

（２）スマートフォンをご利用の方
本招集ご通知とあわせてお送りする議決権行使書用紙に記載された「スマートフォン用議決

権行使ウェブサイトログインQRコード」を読み取りいただくことにより、「議決権行使コー
ド」及び「パスワード」が入力不要のスマートフォン用議決権行使ウェブサイトから議決権を
行使できます。

なお、一度議決権を行使した後で行使内容を変更される場合には、再度QRコードを読み取
り、議決権行使書用紙に記載の「議決権行使コード」及び「パスワード」を入力いただく必要
があります。

３．議決権行使のお取扱いについて
（１）議決権の行使期限は、2026年３月25日(水曜日)午後６時までとなっておりますので、お早

めの行使をお願いいたします。
（２）書面とインターネット等により、重複して議決権を行使された場合は、インターネット等に

よるものを有効な議決権行使としてお取扱いいたします。また、インターネット等によって
複数回数、又はパソコン・スマートフォンで重複して議決権を行使された場合は、最後に行
われたものを有効な議決権行使としてお取扱いいたします。

（３）議決権行使ウェブサイトをご利用いただく際のプロバイダ及び通信事業者の料金（接続料金
等）は、株主様のご負担となります。

（４）パソコンやスマートフォンのインターネットのご利用環境等によっては、議決権行使ウェブ
サイトがご利用できない場合があります。
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招集ご通知

４．パスワード及び議決権行使コードのお取扱いについて
（１）パスワードは、ご投票される方が株主様ご本人であることを確認するための重要な情報で

す。印鑑や暗証番号同様、大切にお取扱いください。
（２）パスワードは、一定回数以上間違えると使用できなくなります。パスワードの再発行をご希

望の場合は、画面の案内に従ってお手続きください。
（３）議決権行使書用紙に記載されている議決権行使コードは、本株主総会に限り有効です。

５．パソコン等の操作方法に関するお問い合わせ先について
議決権行使ウェブサイトでの議決権行使に関するパソコン等の操作方法がご不明な場合は、下記

にお問い合わせください。
三井住友信託銀行　証券代行ウェブサポート　専用ダイヤル
[電話]0120（652）031（受付時間9：00～21：00）

６．議決権電子行使プラットフォームのご利用について（機関投資家の皆様へ）
　機関投資家の皆様に関しましては、本株主総会につき、株式会社ICJの運営する「議決権電子行
使プラットフォーム」から電磁的方法による議決権行使を行っていただくことも可能です。

※「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。
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剰余金処分議案

株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案　剰余金の配当の件
　当社では、中長期的に企業価値を高めるとともに、株主の皆様に対する利益還元を重要な経営課
題の一つとして位置付けております。配当については、将来の事業展開と経営体質強化のために必
要な内部留保を確保しつつ、業績動向、財務状況及び連結配当性向20％程度を目安に総合的に勘
案の上で株主の皆様に対して安定的・継続的な配当を実施していくことを基本方針としておりま
す。
　上記の方針の下、当期の期末配当につきましては次のとおりといたしたいと存じます。

１．配当財産の種類
　金銭といたします。

２．株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額
当社普通株式１株につき25円00銭　総額771,220,775円

３．剰余金の配当が効力を生じる日
2026年３月27日
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取締役選任議案

候補者
番　号

氏名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する

当社株式数

１
い わ た

岩　田　
き ょ う へ い

匡　平
（1984年５月29日）

    2008年    4 月 株式会社博報堂　入社
    2014年    4 月 OWL株式会社（現　株式会社AViC）

代表取締役社長就任
    2016年    10月 株式会社エース（現　当社）　取締役就任
    2017年    9 月 当社代表取締役社長兼CEO就任
    2020年    10月 株式会社タイムレス　取締役就任
    2022年    7 月 株式会社フォーナイン　取締役就任
    2024年    3 月 株式会社むすび　取締役就任
    2024年    4 月 当社代表取締役会長就任（現任）
    2024年    10月 レクストホールディングス株式会社

取締役就任
（重要な兼職）
　なし
（選任理由）
　岩田匡平氏は、2016年10月に当社取締役として就任し、
当社事業の成長に貢献してまいりました。また、2017年９
月以降、代表取締役として当社の経営の中核を担い、優れた
経営手腕を発揮し、当社を成長させてまいりました。
　当社の更なる成長のため、引き続き取締役候補者として選
任をお願いするものであります。

2,026,000株

取締役会
出席回数

14/14回

第２号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）７名選任の件
　取締役（監査等委員である取締役を除きます。以下、本議案において同じです。）全員（８名）
は、本株主総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、機動的に意思決定が行えるよ
う１名減員し、社外取締役３名を含む取締役７名の選任をお願いするものであります。
　なお、本議案について、監査等委員会において検討がなされましたが、意見はございませんでし
た。

取締役候補者は次のとおりであります。
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取締役選任議案

候補者
番　号

氏名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する

当社株式数

２
と く し げ

徳　重　
こ う す け

浩　介
（1982年６月７日）

    2006年    4 月 株式会社リクルート
（現　株式会社リクルートホールディング
ス）　入社

    2015年    4 月 株式会社リクルートマーケティングパートナ
ーズ（現　株式会社リクルート）
執行役員　企画統括室長 兼 アド・オプティ
マイゼーション推進室長就任

    2016年    4 月 同　執行役員　まなび領域　高校支援統括部
統括部長就任

    2019年    4 月 株式会社リクルートライフスタイル（現　株
式会社リクルート）
執行役員　飲食情報営業統括部
統括部長就任

    2020年    4 月 株式会社リクルート
飲食Division　ディビジョン長就任

    2024年    4 月 当社代表取締役社長兼CEO就任（現任）
    2024年    10月 レクストホールディングス株式会社

取締役就任
（重要な兼職）
　なし
（選任理由）
　徳重浩介氏は、2024年４月に当社代表取締役として就任
し、既存事業の成長戦略や人事・組織改革等を中心に経営手
腕を発揮し、当社を成長させてまいりました。
　当社の更なる成長のため、引き続き取締役候補者として選
任をお願いするものであります。

10,000株

取締役会
出席回数

14/14回
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取締役選任議案

候補者
番　号

氏名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する

当社株式数

３
お の

小　野　
こ う じ

晃　嗣
（1981年３月７日）

    2006年    12月 監査法人トーマツ
（現　有限責任監査法人トーマツ）　入所

    2011年    7 月 野村證券株式会社　出向（2012年帰任）
    2016年    10月 株式会社エース（現　当社）

取締役CFO就任（現任）
    2020年    10月 株式会社タイムレス　取締役就任
    2022年    7 月 株式会社フォーナイン　取締役就任
    2024年    3 月 株式会社むすび　取締役就任
    2024年    5 月 株式会社クラス　社外取締役就任（現任）
    2024年    10月 レクストホールディングス株式会社

取締役就任
    2025年    3 月 株式会社AlbaLink　社外取締役就任（現任）

（重要な兼職）
　株式会社クラス　社外取締役
　株式会社AlbaLink　社外取締役
（選任理由）
　小野晃嗣氏は、2016年10月に当社取締役として就任し、
当社の東証マザーズへの上場を推進し、その後もM&A戦略や
IR業務を通じた当社の企業価値向上を担うなど、コーポレー
ト領域で手腕を発揮し、当社の成長を牽引してまいりまし
た。
　当社の更なる成長のため、引き続き取締役候補者として選
任をお願いするものであります。

150,000株

取締役会
出席回数

14/14回
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取締役選任議案

候補者
番　号

氏名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する

当社株式数

４
な か む ら

中　村
 

　
た か ゆ き

隆　之
（1978年１月25日）

    2002年    4 月 株式会社リクルート（現　株式会社リクルー
トホールディングス）　入社

    2013年    4 月 同　旅行営業統括部　事業推進部　部長就任
    2016年    4 月 同　美容営業統括部　事業推進部　部長就任
    2018年    7 月 同　プロダクト本部　美容ユニット

ユニット長（Division Director）就任
    2020年    10月 同　プロダクト本部　中途領域プロダクトマ

ネジメントユニット
ユニット長（Division Director）就任

    2021年    11月 株式会社メドレー
医療プラットフォーム本部　執行役員就任

    2021年    11月 株式会社ミナカラ　取締役就任
    2022年    6 月 株式会社メドレー　上級執行役員

医療プラットフォーム本部　本部長就任
    2025年    7 月 当社執行役員　経営企画統括本部

本部長就任（現任）
（重要な兼職）
　なし
（選任理由）
　中村隆之氏は、株式会社リクルートホールディングスにお
いて事業推進やプロダクトに関する要職を歴任し、株式会社
メドレーにおいて上級執行役員として医療プラットフォーム
事業の成長を牽引するなど、事業推進及び企業経営に関する
豊富な経験を有しております。2025年７月からは当社の執
行役員 経営企画統括本部長として、経営戦略の策定や組織横
断的な施策をリードし、当社の経営体制の強化に貢献してお
ります。
　同氏の持つ知見・経験と高い執行能力は、当社の更なる成
長と企業価値向上に資するものと判断し、取締役候補者とし
て選任をお願いするものであります。

－株

取締役会
出席回数

－回

－ 10 －
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取締役選任議案

候補者
番号

氏名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する

当社株式数

５
あ き や ま

秋　山　
ゆ き

友　紀
（1982年８月９日）

    2007年    1 月 UBS証券株式会社　入社
    2008年    6 月 Speedwell株式会社　入社
    2011年    1 月 Nezu Asia Capital Management

(Singapore) Pte Ltd　入社
    2013年    4 月 Nezu Asia Capital Management Limited

入社
    2017年    1 月 Millennium Capital Management Asia

Limited　東京支店　入社
    2019年    11月 暁翔キャピタル株式会社　入社
    2021年    8 月 グローブアドバイザーズベンチャーズ

有限責任事業組合　パートナー（現任）
    2022年    3 月 当社社外取締役就任（現任）
    2023年    2 月 サロウィン株式会社

社外取締役就任（現任）
（重要な兼職）
　グローブアドバイザーズベンチャーズ有限責任事業組合
　パートナー
　サロウィン株式会社　社外取締役
（選任理由及び期待される役割の概要）
　秋山友紀氏は、過去に直接会社の経営に関与された経験は
ありませんが、グローバルかつ幅広い業種・業界に属する企
業に対する投資と経営支援の経験を有しております。
　ステークホルダーの視点を当社の経営に反映させることに
より、コーポレート・ガバナンスの更なる強化に加え、資本
市場との建設的な対話に貢献できるものと判断し、引き続き
社外取締役候補者として選任をお願いするものであります。

8,200株

取締役会
出席回数

14/14回

－ 11 －
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取締役選任議案

候補者
番号

氏名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する

当社株式数

６

わ た な べ

渡　部　
つ ね お

恒　郎
（1983年９月22日）

    2008年    4 月 株式会社日本M&Aセンター
（現　株式会社日本M&Aセンターホールディ
ングス）　入社

    2020年    6 月 同　取締役就任
    2020年    6 月 株式会社日本投資ファンド　取締役就任
    2021年    6 月 株式会社バトンズ　取締役就任
    2021年    10月 株式会社日本M&Aセンター　取締役就任
    2023年    4 月 株式会社Geolonia　社外取締役就任
    2023年    10月 LDT株式会社　社外取締役就任（現任）
    2024年    3 月 当社社外取締役就任（現任）
    2025年    3 月 株式会社CyMed　社外取締役就任（現任）

（重要な兼職）
　LDT株式会社　社外取締役
　株式会社CyMed　社外取締役
（選任理由及び期待される役割の概要）
　渡部恒郎氏は、M&Aを通じた企業価値の向上を専門とし、
豊富な企業経営の知見と経験を有しております。これらを生
かし、当社の業務執行や経営管理体制に対する適切な監督な
らびにコーポレート・ガバナンスの強化に貢献できるものと
判断し、引き続き社外取締役候補者として選任をお願いする
ものであります。

3,000株

取締役会
出席回数

14/14回

－ 12 －
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取締役選任議案

候補者
番号

氏名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する

当社株式数

７

はっ

服
と

　
り

部
 

　
た

太
い

　
ち

一
（1974年11月16日）

    1998年    4 月 日本電信電話株式会社
（現　NTTドコモビジネス株式会社）　入社

    2006年    6 月 株式会社リクルート（現　株式会社リクルー
トホールディングス）　入社

    2012年    10月 Indeed, Inc.　出向
取締役就任

    2014年    4 月 同　VP, Finance就任
    2018年    4 月 同　SVP, Finance就任
    2019年    4 月 同　CFO就任
    2021年    7 月 株式会社SHIFT　取締役 兼 CFO就任
    2025年    9 月 株式会社Tebiki　社外取締役就任（現任）
    2026年    1 月 サロウィン株式会社

社外取締役就任（現任）
（重要な兼職）
　株式会社Tebiki　社外取締役
　サロウィン株式会社　社外取締役
（選任理由及び期待される役割の概要）
　服部太一氏は、Indeed, Inc.等においてグローバルな財
務・経営管理や成長戦略を推進したほか、株式会社SHIFTに
おいては取締役兼CFOとして急成長期における財務戦略及び
コーポレート・ガバナンスの強化を牽引しました。これらを
生かし、当社の業務執行や経営管理体制に対する適切な監督
ならびにコーポレート・ガバナンスの強化に貢献できるもの
と判断し、社外取締役候補者として選任をお願いするもので
あります。

－株

取締役会
出席回数

－回

(注)１.各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
２.秋山友紀氏の戸籍上の氏名は遠藤友紀でありますが、業務上使用している氏名で表記しております。
３.秋山友紀氏、渡部恒郎氏及び服部太一氏は、会社法施行規則第２条第３項第７号に規定する社外取締

役候補者であります。秋山友紀氏及び渡部恒郎氏が社外取締役に就任してからの年数は、本定時株主
総会の終結の時をもって、秋山友紀氏が４年、渡部恒郎氏が２年になります。なお、当社は、両氏を
東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ており、両氏の選任が承認された場合、引き続
き独立役員として指定する予定であります。服部太一氏に関しては、選任が承認された場合、独立役
員として指定する予定であります。

４.当社は、役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被保険者が負担することになる損害賠
償金、争訟費用等の損害を当該保険契約により填補することとしております。本議案の候補者の選任
が承認された場合、全員が、当該保険契約の被保険者に含められることとなります。
また、当社は当該保険契約を任期途中に同内容で更新することを予定しております。

５.秋山友紀氏及び渡部恒郎氏が取締役に選任された場合、当社は両氏との間で、当社の定款に基づき会
社法第427条第１項に規定する同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を継続する予定で
す。また、服部太一氏が取締役に選任された場合、当社は同氏との間で、当社の定款に基づき会社法
第427条第１項に規定する同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結する予定です。
当該契約に基づく損害賠償責任額は、同法第425条第1項各号に規定する最低責任限度額といたしま
す。

－ 13 －
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取締役選任議案（監査等委員）

候補者
番　号

氏名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する

当社株式数

１
す ず き

鈴　木　
ま み

真　美
（1982年８月31日）

    2005年    12月 新日本監査法人
（現　EY新日本有限責任監査法人）　入所

    2008年    2 月 株式会社サイトフライト　入社
    2009年    8 月 清和監査法人

（現　RSM清和監査法人）　入所
    2014年    2 月 株式会社KPMG FAS　入社
    2019年    1 月 三井物産株式会社　出向

（2021年１月帰任）
    2021年    3 月 当社常勤監査役就任
    2022年    3 月 当社社外取締役（監査等委員）就任（現任）
    2023年    7 月 株式会社TOブックス　社外監査役就任

（現任）
    2024年    2 月 株式会社Acompany

社外監査役就任（現任）
（重要な兼職）
　株式会社TOブックス　社外監査役
　株式会社Acompany　社外監査役
（選任理由及び期待される役割の概要）
　鈴木真美氏は、過去に社外役員となること以外の方法で直
接会社経営に関与した経験はありませんが、公認会計士であ
り、財務会計及びコーポレート・ガバナンス等に関する高い
見識や客観的・専門的な視点を有しています。2021年３月
より当社常勤監査役として、2022年３月からは監査等委員
としてコーポレート・ガバナンスの強化に貢献しており、当
社監査体制の更なる強化につながるものと考え、引き続き監
査等委員である社外取締役として選任をお願いするものであ
ります。

－株

取締役会
出席回数

14/14回

第３号議案　監査等委員である取締役３名選任の件
　監査等委員である取締役全員（３名）は、本株主総会終結の時をもって任期満了となりますので、
監査等委員である取締役３名の選任をお願いするものであります。
　なお、本議案に関しましては、監査等委員会の同意を得ております。

監査等委員である取締役候補者は次のとおりであります。

－ 14 －
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取締役選任議案（監査等委員）

候補者
番　号

氏名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する

当社株式数

２
が

我
ど

　
う

堂
 

　
か よ

佳　世
（1982年９月18日）

    2005年    4 月 日本生命保険相互会社　入社
    2006年    9 月 ジェイコム株式会社（現　ライク株式会社）

入社
    2012年    12月 ジェイコム株式会社

（現　ライクスタッフィング株式会社）
取締役就任

    2014年    8 月 ジェイコムホールディングス株式会社
（現　ライク株式会社）　取締役就任

    2015年    9 月 サクセスホールディングス株式会社
（現　ライクキッズ株式会社）　取締役就任

    2018年    12月 ライクケアネクスト株式会社（現　ライクケ
ア株式会社）
代表取締役就任

    2022年    3 月 当社社外取締役就任（現任）
    2024年    9 月 株式会社我堂　代表取締役就任（現任）

（重要な兼職）
　株式会社我堂　代表取締役
（選任理由及び期待される役割の概要）
　我堂佳世氏は、豊富な企業経営の知見や経験から、2022
年３月より当社の監査等委員でない社外取締役として、当社
の業務執行や経営管理体制に対する適切な監督並びにコーポ
レート・ガバナンスの強化に貢献してまいりました。これら
の実績を踏まえ、今後も当社経営への有用かつ的確な意見・
助言を通して、当社監査体制の更なる強化に寄与することが
期待されるため、監査等委員である社外取締役として選任を
お願いするものであります。

3,000株

取締役会
出席回数

14/14回

－ 15 －
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取締役選任議案（監査等委員）

候補者
番　号

氏名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有する

当社株式数

３
ほ ら さ わ

洞　澤　
み か

美　佳
（1972年３月22日）

    1999年    4 月 横須賀総合法律事務所　入所
    2000年    4 月 足立・小関法律事務所　入所
    2002年    4 月 花渕・洞澤法律事務所　開設
    2006年    11月 新東京法律会計事務所　入所

（花渕・洞澤法律事務所と合併）
    2008年    6 月 たつき総合法律事務所　入所
    2010年    4 月 東京都消費生活総合センターアドバイザー

就任
    2011年    6 月 公益社団法人全国消費生活相談員協会（適格

消費者団体）　専門検討委員就任（現任）
    2012年    5 月 東京都消費生活対策審議会　委員就任
    2013年    4 月 東京都不適正取引防止対策専門助言委員就任

（現任）
    2017年    4 月 独立行政法人国民生活センター

紛争解決委員会　特別委員就任（現任）
    2019年    8 月 株式会社YAMANAKA

社外監査役就任（現任）
    2020年    1 月 東京都消費者被害救済委員会　委員就任
    2022年    1 月 原後綜合法律事務所　入所
    2022年    4 月 大東文化大学社会学部

非常勤講師就任（現任）
    2024年    3 月 当社社外取締役（監査等委員）就任（現任）
    2025年    1 月 麹町さくら法律事務所

パートナー就任（現任）
（重要な兼職）
　独立行政法人国民生活センター紛争解決委員会　特別委員
　株式会社YAMANAKA　社外監査役
　麹町さくら法律事務所　パートナー
（選任理由及び期待される役割の概要）
　洞澤美佳氏は、過去に社外役員となること以外の方法で直
接会社経営に関与した経験はありませんが、弁護士の資格を
有し、独立行政法人国民生活センター紛争解決委員会の特別
委員等として活動しており、特に消費者問題に関わる法律に
つき高い専門的知識と経験を有しております。これらの実績
をふまえ、当社コンプライアンス体制やコーポレート・ガバ
ナンスの強化に貢献することが期待されるため、当社監査体
制の更なる強化につながるものと考え、引き続き監査等委員
である社外取締役として選任をお願いするものであります。

－株

取締役会
出席回数

14/14回回

－ 16 －
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取締役選任議案（監査等委員）

(注)１.各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
２.鈴木真美氏の戸籍上の氏名は濱垣真美でありますが、業務上使用している氏名で表記しております。
３.本議案の候補者全員は、会社法施行規則第2条第3項第7号に規定する社外取締役候補者であります。

鈴木真美氏、我堂佳世氏及び洞澤美佳氏が社外取締役に就任してからの年数は、本定時株主総会の終
結の時をもって、鈴木真美氏及び我堂佳世氏が４年、洞澤美佳氏が２年になります。なお、当社は、
３名を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ており、３名の選任が承認された場合、
引き続き独立役員として指定する予定であります。

４.当社は、役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被保険者が負担することになる損害賠
償金、争訟費用等の損害を当該保険契約により填補することとしております。本議案の候補者の選任
が承認された場合、全員が、当該保険契約の被保険者に含められることとなります。
また、当社は当該保険契約を任期途中に同内容で更新することを予定しております。

５.鈴木真美氏、我堂佳世氏及び洞澤美佳氏が取締役に選任された場合、当社は３名との間で、当社の定
款に基づき会社法第427条第１項に規定する同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を継
続する予定です。当該契約に基づく損害賠償責任額は、同法第425条第１項各号に規定する最低責任
限度額といたします。

－ 17 －
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スキルマトリクス

氏名 地位 独立 性別

専門性・経験

企
業
経
営

マ事
｜業
ケ戦
テ略
ィ・
ン
グ

会
計
・
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス

人
材
開
発

リコ
スン
クプ
マラ
ネイ
ジア
メン
ンス
ト・

M
＆
A

投
資
・
資
本
市
場

岩田　匡平 代表取締役会長 男性 ● ●

徳重　浩介 代表取締役社長兼
CEO 男性 ● ●

小野　晃嗣 取締役CFO 男性 ● ● ●

中村　隆之 取締役CSO 男性 ● ●

秋山　友紀 社外取締役 ● 女性 ●

渡部　恒郎 社外取締役 ● 男性 ● ●

服部　太一 社外取締役 ● 男性 ● ● ●

鈴木　真美 社外取締役
常勤監査等委員 ● 女性 ●

我堂　佳世 社外取締役
監査等委員 ● 女性 ● ●

洞澤　美佳 社外取締役
監査等委員 ● 女性 ●

　スキルマトリクス
　　第２号議案及び第３号議案が原案どおり承認可決された場合、取締役のスキルマトリクスは下記
のとおりになります。

以上

－ 18 －
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事業の経過及び成果、設備投資の状況、資金調達の状況

事 業 報 告
(2025年 1 月 1 日から
2025年12月31日まで)

１．企業集団の現況に関する事項
(1) 事業の経過及び成果

　当社グループは「人を超え、時を超え、たいせつなものをつなぐ架け橋となる。」をミッショ
ンとし、 買取・販売の循環を実現する総合リユースサービスを提供しております。当社グルー
プの事業は出張訪問買取事業と店舗買取事業を主としており、これらのチャネルで一般のお客様
から買取した商品をグループ会社が運営するオークションや業者間取引によるtoB販路及び自社
運営等のtoC販路において販売しております。
　当社グループの出張訪問買取事業は、当社が運営する出張訪問買取サービス「バイセル」とレ
クストホールディングス株式会社の中核子会社である株式会社REGATE（以下、REGATE）の
「買取 福ちゃん（FUKU CHAN）」および骨董品の買取に強みを持つ株式会社日晃堂（以下、
日晃堂）の３社により構成されており、国内出張訪問買取事業において国内最大級のポジション
を確立しております。
　当社グループの店舗買取事業は、全国主要都市に店舗を展開する「バイセル」、全国の百貨店
内に店舗を展開する「総合買取サロン タイムレス」、FCを中心に270店舗超を展開する
「Reuse Shop WAKABA」、高級ブランド品に強みを持つ買取・販売店舗「THIERRY・
MAISON THIERRY」、全国のSC等を中心に買取店舗を展開する「買取むすび」、出張訪問買
取の知名度を活かした店舗展開を行う「FUKU CHAN」等により構成されており、2025年12
月末時点でのグループ店舗数は490店となっております（内、WAKABAのFC店舗数は272
店）。
　なお、当社グループは2026年１月１日より、グループ全体で重複する機能の統合による生産
性向上や更なるグループ経営の高度化・横断的な事業推進によるシナジー創出を目的としたグル
ープ組織再編及び店舗ブランド統合を実施しております。これにより2026年１月１日以降のグ
ループ体制及びサービスブランドは、グループ出張訪問買取事業は当社「バイセル」と
REGATE「買取 福ちゃん（FUKU CHAN）」及び日晃堂「日晃堂」、グループ店舗買取事業は
当社「バイセル」及びタイムレス「総合買取サロン タイムレス」で構成されております（FC店
舗及び一部店舗を除く）。
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事業の経過及び成果、設備投資の状況、資金調達の状況

　このような環境の中、当社グループにおける当連結会計年度の状況は以下のとおりとなり
ました。
　当連結会計年度のグループ出張訪問買取事業は、新規連結により当第１四半期連結会計期間か
らREGATEの「買取 福ちゃん（FUKU CHAN）」及び日晃堂の出張訪問数が当事業に加わった
こと、バイセルに加えて「買取 福ちゃん（FUKU CHAN）」のPMI推進により、計画を大幅に
上回る進捗で再訪率が向上したことやインサイドセールス部門によるアポイントメント率の向上
等が奏功し、出張訪問数は445,199件（前期比64.3％増）となりました。また、継続的なイネ
ーブルメントによる査定員のスキル向上や単価が高い傾向にある再訪数が増加したこと、「買取 
福ちゃん（FUKU CHAN）」及び「日晃堂」が保有する骨董品のケイパビリティをバイセルに
活用することでバイセルの骨董品取扱いが大幅に増加したこと等から、訪問粗利単価は継続的に
前期を上回りました。これらの結果仕入高が大幅に増加し、販売は翌期に向けた戦略的な在庫水
準の確保を行いつつ、堅調に推移したことから、重要KPIである「※ 出張訪問あたり変動利益」
は51,269円（前期比8.3％増）となりました。

　当連結会計年度のグループ店舗買取事業は、前期の第１四半期はP/L未連結であった株式会社
むすびや当期よりP/L連結を開始したREGATEの店舗事業の業績が加わったこと、期末のグルー
プ店舗数が前期末比72店舗増の490店舗と順調に増加したこと、グループ連携によるリピート
顧客獲得の強化施策が奏功し、査定あたり単価が大幅に向上したことなどから、重要KPIである
仕入高は38,111百万円（前期比51.8％増）となりました。

　これらの結果、当連結会計年度の経営成績は、売上高100,614,584千円（前期比67.8％
増）、営業利益9,044,311千円（同91.1％増）、経常利益は8,487,395千円（同102.2％
増）、親会社株主に帰属する当期純利益は5,270,087千円（同118.6％増）となりました。

※ 出張訪問あたり変動利益＝「１訪問あたりの売上総利益－１訪問の獲得に投下した広告宣伝費」

(2) 設備投資の状況
　当連結会計年度の設備投資の合計は821,168千円であり、主に事業規模拡大に伴う営業
拠点増設に伴う内装工事及び業務システムの開発等であります。

(3) 資金調達の状況
　当連結会計年度中に、株式会社むすび及びレクストホールディングス株式会社とのM&A
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事業の経過及び成果、設備投資の状況、資金調達の状況

を実行するにあたり行った金融機関からの借入の返済の一部への充当及び自己資本の拡充に
よる財務基盤の強化を通じた借入余力の拡充を目的として海外募集による新株式の発行を行
い、3,866,256千円を調達いたしました。また、グループの所要資金として金融機関より
長期借入金4,700,000千円の借入を行いました。
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対処すべき課題

(4) 対処すべき課題
　2024年の※顕在リユース市場は前年比4.5％増の３兆2,628億円と堅調な成長を続けており、
2030年の市場規模は４兆円規模に達すると予測されるなど、今後も堅調な成長が見込まれてお
ります。また、当社グループの出張訪問買取事業がターゲットとしている※潜在リユース市場の
「かくれ資産」の推定価値は90兆円を超える等、引き続き高い成長可能性を持っております。

※リユース経済新聞社「リユース市場データブック2025」、株式会社メルカリ・ニッセイ基礎研究所に
よる「2025年版 日本の家庭に眠る“かくれ資産”」調査

　このような状況の中、当社グループは長期的に目指す姿として下記の３点を掲げております。
①本質的な顧客付加価値・顧客体験を向上することによる競争優位性の強化
②LTV最大化を実現可能な事業モデルへの進化による成長性・収益性と持続可能性の両立
③リユース市場の業界再編を含めたロールアップの実現（リユース市場のリーディングカンパニ
ー）

　これらの長期的な方針に基づき、当社グループは2025年２月に2027年12月期を最終年度と
する３か年の中期経営計画を策定し、主に下記の実現に向け事業を推進しております。

・「バイセル」×「福ちゃん」での出張訪問買取事業の一強ポジションの確立
・グループ店舗数600店舗以上への拡張による店舗買取事業領域での業界上位ポジションの確立
・海外販路を中心としたグローバル展開による、新たな収益基盤の創出
・「人（組織・人材強化）」× 「テクノロジー（Cosmos本格稼働）」での生産性向上による
利益率改善の実現
・連続的なM&Aの実行によるリユース市場のロールアップ推進とインオーガニック成長の実現

中期経営計画初年度である2025年12月期は、事業戦略・業績ともに順調に推移し、期中に３度
の上方修正を実施いたしました。好調な事業進捗を踏まえ、この度2026年12月期の財務ガイダ
ンス公表とともに、中期経営計画最終年度である2027年12月期の財務ガイダンスを更新してお
ります。

【2026年12月期計画】
連結売上高　　　　　　　130,000百万円
連結営業利益　　　　　　  12,500百万円
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対処すべき課題

連結経常利益　　　　　　  12,000百万円
※のれん等償却前営業利益   13,897百万円
親会社株主に帰属する当期純利益　7,500百万円

【2027年12月期計画】
連結売上高　　　　　　　165,000百万円
連結営業利益　　　　　　  17,000百万円
※のれん等償却前営業利益   18,329百万円

※のれん等償却前営業利益＝連結営業利益＋のれん償却額＋顧客関連資産償却額
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財産及び損益の状況

区　　　　　分 2022年12月期
第22期

2023年12月期
第23期

2024年12月期
第24期

2025年12月期
第25期

（当連結会計年度）
売 上 高 33,724,535千円 42,574,902千円 59,973,669千円 100,614,584千円

経 常 利 益 3,672,955千円 2,754,428千円 4,198,134千円 8,487,395千円
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

2,268,836千円 1,453,346千円 2,411,292千円 5,270,087千円

１株当たり当期純利益 79.14　円 50.05　円 83.97　円 175.38　円

総 資 産 17,644,960千円 21,320,955千円 46,376,831千円 54,721,109千円

純 資 産 8,238,941千円 8,610,641千円 12,494,611千円 21,429,526千円

区　　　　　分 2022年12月期
第22期

2023年12月期
第23期

2024年12月期
第24期

2025年12月期
第25期

（当事業年度）
売 上 高 24,852,953千円 27,682,286千円 33,176,000千円 41,094,087千円

経 常 利 益 2,385,231千円 722,528千円 1,630,242千円 2,895,947千円

当 期 純 利 益 1,594,366千円 476,505千円 1,168,140千円 2,174,013千円

１株当たり当期純利益 55.61　円 16.41　円 40.68　円 72.35　円

総 資 産 14,736,179千円 16,320,339千円 38,901,016千円 43,140,323千円

純 資 産 7,345,813千円 6,740,672千円 9,381,491千円 15,218,227千円

(5) 財産及び損益の状況
①　企業集団の財産及び損益の状況

(注) 当社は、2024年11月14日開催の取締役会の決議に基づき、2025年１月１日付で普通株式１株につき
２株の割合で株式分割を行っております。これに伴い１株当たり当期純利益は、当該株式分割が2022年
12月期第22期の期首より行われたと仮定して算定しております。

②　当社の財産及び損益の状況

(注) 当社は、2024年11月14日開催の取締役会の決議に基づき、2025年１月１日付で普通株式１株につき
２株の割合で株式分割を行っております。これに伴い１株当たり当期純利益は、当該株式分割が2022年
12月期第22期の期首より行われたと仮定して算定しております。
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重要な親会社及び子会社の状況、主要な事業内容

会 社 名 資 本 金 出 資 比 率 主 要 な 事 業 内 容

株式会社タイムレス 105,000千円 100.0% ブランド品、時計等の買取・販売

株式会社フォーナイン(注)２ 40,000千円 100.0% フランチャイズ事業、リユース事業

株式会社日創(注)２ 40,000千円 100.0% 高級ブランド品、貴金属リサイクル
ショップの運営

株式会社むすび(注)３ 10,000千円 100.0% ブランド品・貴金属等のリユース事
業(「買取むすび」の運営)

レクストホールディングス
株式会社(注)３ 70,000千円 100.0% グループ会社全体の経営管理並びに

これに付帯する業務
株式会社日晃堂 1,000千円 100.0%

(注)１ 骨董品、美術品等の買取・販売

株式会社REGATE 110,000千円 100.0%
(注)１ リユース品の買取・販売事業

特定完全子会社の名称 特定完全子会社の住所
当社における

特定完全子会社の株式の
帳簿価額の合計額

当社の総資産額

レクストホールディングス
株式会社

大阪府大阪市中央区安土町
三丁目５番13号 9,879,748千円 43,140,323千円

(6)重要な親会社及び子会社の状況（2025年12月31日現在）
①　親会社の状況
　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

(注)１．当社子会社であるレクストホールディングス株式会社による間接所有であります。
２．2026年１月１日付で、株式会社むすびを存続会社とする吸収合併により消滅しております。
３．2026年１月１日付で、当社を存続会社とする吸収合併により消滅しております。
４．当事業年度の末日における特定完全子会社の状況は、次のとおりであります。

事 業 事　業　内　容

着物・ブランド品等リユース事業 出張訪問買取・店舗買取サービスを中心とした、着物・ブランド品等の
買取、販売

(7) 主要な事業内容（2025年12月31日現在）
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主要な営業所及び工場、使用人の状況、主要な借入先の状況

会 社 名 名 称 所　　在　　地

当社
本社 東京都新宿区

倉庫 千葉県船橋市
千葉県習志野市

株式会社タイムレス
本社 東京都港区
倉庫 東京都江東区

株式会社フォーナイン(注)１ 本社 東京都千代田区
株式会社日創(注)１ 本社 大阪府大阪市
株式会社むすび(注)２ 本社 神奈川県横浜市
レクストホールディングス
株式会社(注)２ 本社 大阪府大阪市

株式会社日晃堂 本社 神奈川県横浜市
株式会社REGATE 倉庫 神奈川県座間市

(8) 主要な営業所及び工場（2025年12月31日現在）

(注) １．2026年１月１日付で株式会社むすびを存続会社とする吸収合併により消滅しております。
２．2026年１月１日付で当社を存続会社とする吸収合併により消滅しております。

使 用 人 数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減

2,466名（297名） 130名増 （33名減）

使 用 人 数 前 事 業 年 度 末 比 増 減

1,254名（196名） 57名増（10名減）

(9) 使用人の状況（2025年12月31日現在）
①　企業集団の従業員数

(注) １. 使用人数は就業人員であり、臨時雇用者数は（　）に１日８時間換算期中平均人数を外数で記載し
ております。

２. 使用人数が130名増加しております。主な理由は、事業規模の拡大に伴い新卒採用及び中途採用が
増加したことによるものであります。

3. 当社グループは、リユース業の単一セグメントであるため、使用人数を事業区分に分けて記載して
おりません。

②　当社の従業員数
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主要な営業所及び工場、使用人の状況、主要な借入先の状況

(注) １. 使用人数は就業人員であり、臨時雇用者数は（　）に１日８時間換算期中平均人数を外数で記載し
ております。

２. 使用人数が57名増加しております。主な理由は、事業規模の拡大に伴い新卒採用及び中途採用が増
加したことによるものであります。

借 入 先 借 入 額

株式会社みずほ銀行 8,485,000千円

株式会社静岡銀行 2,541,374千円

株式会社千葉銀行 2,414,888千円

(10) 主要な借入先（2025年12月31日現在）
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会社の株式に関する事項

(1) 発 行 可 能 株 式 総 数 96,000,000株
(2) 発 行 済 株 式 の 総 数 30,877,880株 （自己株式29,049株を含む）
(3) 株 主 数         2,248名
(4) 上 位 1 0 名 の 株 主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

吉村英毅・ミダスＡ投資事業有限責任組合 10,954,600株 35.51％

ミダス第２号投資事業有限責任組合 3,615,530株 11.72%

岩田　匡平 2,026,000株 6.56％

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 1,995,200株 6.46％

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,059,800株 3.43％
BNY　GCM　CLIENT　ACCOUNT　JPRD　AC　ISG
（FE－AC） 1,023,497株 3.31％

モルガン・スタンレーMUFG証券株式会社 1,002,382株 3.24％

吉村　英毅 568,470株 1.84％

MSIP　CLIENT　SECURITIES 447,671株 1.45％

野村證券株式会社 397,182株 1.28％

(5) 当事業年度中に職務執行の対価として会社役員に交付した株式の状況

(6) その他株式に関する重要な事項

２．会社の株式に関する事項

(注)持株比率は、自己株式29,049株を控除して計算しております。

　該当事項はございません。

　当社は、当社株式の投資単位あたりの金額を引き下げ、株式の流動性を高めるとともに投資家
層の拡大を図ることを目的として、2024年11月14日開催の取締役会の決議に基づき、2025年
１月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っており、また、2026年２月13日
開催の取締役会において、2026年４月１日付で普通株式１株につき2株の割合で株式分割を行
うことを決議しております。
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３．会社の新株予約権等に関する事項
(1) 当事業年度の末日に当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権等の状況
　　該当事項はありません。

(2) 当事業年度中に職務執行の対価として当社使用人等に交付した新株予約権等の状況
　　該当事項はありません。

(3) その他の新株予約権等の状況
　当社は、2025年８月14日開催の取締役会において、中期経営計画における業績目標を達成す
るとともに、一企業としての価値向上のみならずひいてはステークホルダーへの利益還元をめざ
すべく、当社の取締役及び従業員並びに子会社の取締役及び従業員に対し、以下のとおり業績目
標を達成した場合にのみ権利行使が可能となる新株予約権を有償にて発行することを決議いたし
ました。
　なお、本件は新株予約権を引き受ける者に対して公正価格にて有償で発行するものであり、特
に有利な条件ではないことから、株主総会の承認を得ることなく実施しております。
　また、本新株予約権は付与対象者に対する報酬としてではなく、各者の個別の投資判断に
基づき引き受けが行われるものであります。
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名称 第11回新株予約権
新株予約権の数 5,230個
新株予約権の目的である株式の種類及び数 当社普通株式 523,000株

　
交付人数 当社取締役　　 ３名

当社従業員　　33名
子会社取締役　 ７名
子会社従業員　 ５名

新株予約権の行使時の払込金額 2,800円
新株予約権の行使期間 2028年８月１日 ～ 2030年７月31日
新株予約権の主な行使条件 ①　新株予約権者は、2026年12月期乃至2028年12月期の事業

年度にかかる、当社の有価証券報告書における連結損益計算
書（連結財務諸表を作成していない場合は損益計算書）に記
載された営業利益が、下記（ⅰ）及び（ⅱ）に掲げる条件を
すべて充たした場合に限り、これ以降本新株予約権を行使す
ることができる。また、国際財務報告基準の適用等により参
照すべき営業利益の概念に重要な変更があった場合には、上
記指標に相当する指標で別途参照すべきものを取締役会にて
合理的に定めるものとし、当該連結損益計算書（連結財務諸
表を作成していない場合は損益計算書）に本新株予約権によ
る株式報酬費用が計上されている場合には、これによる影響
を排除した株式報酬費用控除前営業利益をもって判定する。

　（ⅰ）2026年12月期において営業利益が100億円を超過して
いる場合

　（ⅱ）2027年12月期又は2028年12月期において営業利益が
140億円を超過している場合

②　新株予約権者は、本新株予約権の権利行使時においても、当
社又は当社関係会社の取締役、監査役、従業員であることを
要する。ただし、任期満了による退任若しくは定年退職の場
合、又は、その他正当な理由があると取締役会が認めた場合
は、この限りではない。

③　新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めな
い。

④　本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該
時点における授権株式数を超過することとなるときは、当該
本新株予約権の行使を行うことはできない。

⑤　各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。
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会社における地位 氏　　名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 会 長 岩 田 匡 平
株式会社フォーナイン　取締役
株式会社むすび　取締役
レクストホールディングス株式会社　取締役

代表取締役社長兼CEO 徳 重 浩 介 レクストホールディングス株式会社　取締役

取 締 役 吉 村 英 毅
株式会社ミダスキャピタル　代表取締役
日本電融株式会社　取締役
株式会社OCEVIA Holdings　代表取締役
株式会社TAOKI　代表取締役

取 締 役 C F O 小 野 晃 嗣

株式会社フォーナイン　取締役
株式会社むすび　取締役
株式会社クラス　社外取締役
レクストホールディングス株式会社　取締役
株式会社AlbaLink　社外取締役

取 締 役 C T O 今 村 雅 幸 ファインディ株式会社　社外取締役

取 締 役 秋 山 友 紀
グローブアドバイザーズベンチャーズ有限責任事業組合
パートナー
サロウィン株式会社　社外取締役

取 締 役 我 堂 佳 世 株式会社我堂　代表取締役

取 締 役 渡 部 恒 郎 LDT株式会社　社外取締役
株式会社CyMed　社外取締役

取 締 役
（ 常 勤 監 査 等 委 員 ） 鈴 木 真 美 株式会社TOブックス　社外監査役

株式会社Acompany　社外監査役
取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ） 原 　 敏 弘 学校法人日通学園　流通経済大学法学部教授

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ） 洞 澤 美 佳

独立行政法人国民生活センター紛争解決委員会　特別委員
株式会社YAMANAKA　社外監査役
麹町さくら法律事務所　パートナー

４．会社役員に関する事項
(1) 会社役員の状況

（2025年12月31日現在）
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(注)１. 取締役 秋山友紀氏、我堂佳世氏、渡部恒郎氏、鈴木真美氏、原敏弘氏及び洞澤美佳氏は、社外取締役
であります。

２. 当社は、取締役 秋山友紀氏、我堂佳世氏、渡部恒郎氏、鈴木真美氏、原敏弘氏及び洞澤美佳氏を株式
会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

３．取締役 鈴木真美氏は、公認会計士の資格を有しており、財務会計及びコーポレート・ガバナンスに関
する豊富な知識と経験を有しております。

４. 取締役 洞澤美佳氏は、弁護士の資格を有しており、企業法務に精通しております。
５. 情報収集の充実を図り、内部監査部門等との十分な連携を通じて監査の実効性を高め、監査・監督機能

を強化するために、鈴木真美氏を常勤の監査等委員として選定しております。
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区分 支給
人数

報酬等の種類別の額
計

基本報酬 業績連動報酬
等 非金銭報酬等

取締役
（監査等委員を除く） ９名 163,950千円 －円 27,401千円 191,351千円

（うち、社外取締役） ３名 （18,600千円） －円 （2,303千円） （20,903千円）
取締役

（監査等委員） ３名 20,400千円 －円 277千円 20,677千円

（うち、社外取締役） ３名 （20,400千円） －円 （277千円） （20,677千円）

(2) 会社役員に対する報酬等
① 当事業年度に係る役員の報酬等の総額等
（2025年1月1日から2025年12月31日まで）

(注)１. 上記の取締役（監査等委員を除く）の支給人数には、当事業年度中に退任した取締役１名を含んでおり
ます。

２. 非金銭報酬等に記載の金額は、譲渡制限付株式報酬に基づく当事業年度における費用計上額です。

② 取締役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
　取締役の金銭報酬の限度額は、2022年３月23日開催の定時株主総会にて、監査等委員で
ない取締役については年額300百万円以内（うち社外取締役分は50百万円以内）、監査等委
員である取締役については年額50百万円以内と決議いただいております（使用人兼務取締役
の使用人分給与は含まない。）。
　また、同定時株主総会にて、上記金銭報酬とは別枠で、監査等委員でない取締役に対して
支給する譲渡制限付株式の割当てのための金銭報酬債権の総額を年額150百万円以内（うち
社外取締役は25百万円以内）、譲渡制限付株式の総数として年30,000株以内（うち社外取
締役分は年5,000株以内）と決議いただいております。当該株主総会終了時点の監査等委員
でない取締役の員数は８名（うち社外取締役は３名）で、監査等委員である取締役の員数は
３名です。
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③ 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項
イ．当該方針の決定の方法
　当社は、取締役会において、取締役（監査等委員である取締役を除く。以下同じ。）の個
人別の報酬等の決定方針を決議しております。当該決議に際しては、その原案を指名・報酬
諮問委員会に諮問し、答申を受けております。なお、監査等委員である取締役の報酬等の額
及び報酬内容については株主総会にて決議された総額の範囲で、監査等委員である取締役の
協議により決定しております。
ロ．当該方針の内容の概要
　取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する方針の内容の概要は次の通りで
す。
a.基本方針
　当社は、取締役の報酬を、固定報酬である基本報酬及び中長期インセンティブ報酬として
の株式報酬で構成することとしております。
b.基本報酬に関する方針
　基本報酬は、取締役の職務遂行の対価として毎月支給する定額の金銭報酬であり、その額
は世間水準、経営内容及び従業員給与とのバランス等を考慮して決定するものとしておりま
す。
c.非金銭報酬に関する方針
　当社の中長期的な企業価値及び株主価値の持続的な向上を図るインセンティブを付与する
ため、株主総会において基本報酬と別枠で承認を得た報酬上限額の範囲内において、非金銭
報酬として譲渡制限付株式を付与するものとしております。譲渡制限付株式の割当のための
金銭報酬債権の額、譲渡制限付株式の数又は算定方法については、指名・報酬諮問委員会で
の検討を経て取締役会で決定しております。
d.報酬等の割合に関する方針
　中長期的な視点で経営に取り組むことが重要との考えから、基本報酬の水準と安定性を重
視しつつ、中長期の業績向上及び株主の利益にも配慮し、基本報酬・株式報酬の割合を考慮
しております。上記を踏まえ、取締役の基本報酬に対する株式報酬の割合は、その職責に応
じて10-40%程度となるように設計しております。
e.報酬等の付与時期及び条件に関する方針
　基本報酬は固定額を毎月支給しております。
　非金銭報酬の具体的な付与時期・条件については、指名・報酬諮問委員会での検討を経て
取締役会で決定しております。
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f.報酬等の決定の委任に関する事項
　取締役の個人別の報酬等の内容は、指名・報酬諮問委員会からの答申を踏まえて取締役会
にて決定しており、取締役及び第三者への委任は行っておりません。取締役会は指名・報酬
諮問委員会の答申内容を尊重し、株主総会にて決議された総額の範囲で各取締役の報酬を決
定しております。
　なお、指名・報酬諮問委員会は、３名以上で構成され、代表取締役２名に加え、その過半
数を独立社外取締役とし、独立社外取締役が委員長を務めております。必要に応じて随時開
催し、定期的に審議を行うほか、会社業績や個人の業績に基づく個別役員報酬の妥当性につ
いて確認しております。

ハ．当事業年度に係る取締役の個人別報酬等の内容が当該方針に沿うものであると取締役会
が判断した理由
取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬等の内容の決定方法
及び決定された報酬等の内容が上記の決定方針と整合していることを確認しており、当該決
定方針に沿うものであると判断しております。

(3) 責任限定契約の内容の概要
　当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、社外取締役全員との間で、同法第423条第１
項の責任につき、善意でかつ重大な過失がないときは、同法第425条第１項各号の定める額の合
計額を限度として責任を負担する旨を定めた契約を締結しております。

(4) 役員等賠償責任保険契約の内容の概要
　当社は、保険会社との間で、役員等（当社の取締役、執行役員等及び当社が発行済株式の過半
数を直接・間接的に保有し、又はその他の態様により支配権を有する子会社の取締役・執行役員
等（当社及び当社の子会社以外の法人に取締役・執行役員等として派遣されている者を含
む。））を被保険者とする役員等賠償責任保険契約（会社法第430条の３第１項に規定する役員
等賠償責任保険契約）を締結し、被保険者に対してその職務の執行に関する責任の追及に係る請
求等がなされた場合に、当該被保険者が負担することになる法律上の損害賠償責任に基づく賠償
金及び争訟費用を塡補することとしております。ただし、当該被保険者による故意の不正行為又
は詐欺行為に基づき発生した損害等については、当該保険により塡補されません。すべての被保
険者の保険料は当社又は被保険者が取締役・執行役員等として就任している子会社等が全額負担
しております。
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区分 氏名 重要な兼職先 重要な兼職先と当社との関係

社　外
取締役
（監査
等委員
を除
く）

秋 山 友 紀
グローブアドバイザーズベンチャーズ
有限責任事業組合　パートナー
サロウィン株式会社　社外取締役

重要な取引その他の関係はありません。

我 堂 佳 世 株式会社我堂　代表取締役 重要な取引その他の関係はありません。

渡 部 恒 郎 LDT株式会社　社外取締役
株式会社CyMed　社外取締役 重要な取引その他の関係はありません。

社　外
取締役
（監査
等委
員）

鈴 木 真 美 株式会社TOブックス　社外監査役
株式会社Acompany　社外監査役 重要な取引その他の関係はありません。

原 敏 弘 学校法人日通学園
流通経済大学法学部教授 重要な取引その他の関係はありません。

洞 澤 美 佳

独立行政法人国民生活センター紛争解決
委員会　特別委員
株式会社YAMANAKA　社外監査役
麹町さくら法律事務所　パートナー

重要な取引その他の関係はありません。

(5) 社外役員に関する事項
①　重要な兼職先と当社との関係（2025年12月31日現在）
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会社役員に関する事項

区分 氏名 主な活動状況及び社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

社　外
取締役
（監査
等委員
を除
く）

秋 山 友 紀

当事業年度に開催された取締役会のすべてに出席し、グローバルかつ幅広い業
種・業界に属する企業に対する投資と経営支援の経験に基づき、議案審議につき
必要な発言を行っております。また、指名・報酬諮問委員として、当事業年度に
開催された委員会６回のすべてに出席し、客観的・中立的立場で当社の役員候補
者の選定や役員報酬等の決定過程における監督機能を主導しております。

我 堂 佳 世

当事業年度に開催された取締役会のすべてに出席し、豊富な企業経営の知見や経
験に基づき、議案審議につき必要な発言を行っております。また、指名・報酬諮
問委員長として、当事業年度に開催された委員会６回のすべてに出席し、客観
的・中立的立場で当社の役員候補者の選定や役員報酬等の決定過程における監督
機能を主導しております。

渡 部 恒 郎 当事業年度に開催された取締役会のすべてに出席し、豊富な企業経営の知見や経
験に基づき、議案審議につき必要な発言を行っております。

社　外
取締役
（監査
等委
員）

鈴 木 真 美

当事業年度に開催された取締役会及び監査等委員会のすべてに出席し、会計及び
コーポレート・ガバナンスの知識や経験に基づき、業務執行の適正性を確保する
ための発言を行っております。また、指名・報酬諮問委員として、当事業年度に
開催された委員会６回のすべてに出席し、客観的・中立的立場で当社の役員候補
者の選定や役員報酬等の決定過程における監督機能を主導しております。

原 敏 弘
当事業年度に開催された取締役会及び監査等委員会のすべてに出席し、コーポレ
ート・ガバナンスの知識や経験に基づき、業務執行の適正性を確保するための発
言を行っております。

洞 澤 美 佳 当事業年度に開催された取締役会及び監査等委員会のすべてに出席し、法律の専
門家としての知識や経験に基づき適宜発言を行っております。

②　当事業年度における主な活動状況

（注）当事業年度は取締役会を14回開催しております。このほか、会社法第370条及び当社定款第26条の規
定に基づき、取締役会の決議があったものとみなす書面決議が３回ありました。また、当事業年度は監
査等委員会を12回開催しております。
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会計監査人に関する事項

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 56,500千円
当社及び子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利
益の合計額 73,500千円

５．会計監査人に関する事項
(1) 会計監査人の名称

三優監査法人

(2) 報酬等の額

(注) １. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査
の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会
計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２. 監査等委員会は、取締役、社内関係部署及び会計監査人からの必要な資料の入手や報告の聴取を通
じて、会計監査人の監査計画の内容、従前の事業年度における職務執行状況や報酬見積りの算出根
拠などを検討して会計監査人の報酬等について同意しております。

(3) 非監査業務の内容
　当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外に、海外募集による新株
式発行に係るコンフォートレター作成業務等についての対価を支払っております。

(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定方針
　当社監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める解任事由に該当すると
判断した場合、監査等委員全員の同意により会計監査人を解任いたします。
　また、上記の場合のほか、会計監査人の適格性、独立性を害する事由の発生により、適切な監
査の遂行が困難であると認められる場合、監査等委員会は、会計監査人の解任又は不再任に関す
る議案を決定し、取締役会は、当該決定に基づき、当該議案を株主総会に提出いたします。

－ 38 －



2026/03/02 15:23:26 / 25282817_株式会社ＢｕｙＳｅｌｌ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｉｅｓ_招集通知_電子提供措置用

業務の適正を確保するための体制及びその運用状況の概要、会社の支配に関する基本方針

６．業務の適正を確保するための体制及びその運用状況の概要
　当社は、企業価値を向上させ、株主利益を最大化するとともに、お客様、取引先、従業員、地域
社会、行政機関等のステークホルダーと良好な関係を築いていくために、コーポレート・ガバナン
スの確立が不可欠なものと認識しております。
　そのため、取締役会において、当社の取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保
するための体制その他当社の業務の適正を確保するために必要な体制の整備について以下のとおり
定めております。
(1) 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の適正を

確保するための体制
①　当社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
(ａ) コーポレート・ガバナンス

・取締役会は、法令、定款、株主総会決議、「取締役会規程」、「コンプライアンス規
程」に従い、経営に関する重要事項を決定するとともに、取締役の職務執行を監督す
る。

・取締役は、法令、定款、取締役会決議、社内規程に従い、当社の業務を執行する。
・監査等委員会は、「監査等委員会規程」及び「監査等委員会監査等基準」に則り、取締
役の職務執行の適正性を監査する。

(ｂ) コンプライアンス
・取締役及び使用人は、法令、定款、社内規程はもとより、企業倫理、社会規範及び「グ
ループ企業行動憲章」に基づき、良識を持って行動する。

・当社は、全社的なコンプライアンス責任者を指定のうえ、コンプライアンス・リスク管
理委員会を設置するとともに、コンプライアンス教育・研修を実施し、コンプライアン
ス問題に迅速適切に対応する等、コンプライアンス体制の確保と充実に努める。

・使用人は、法令、定款、社内規則の違反或いは社会通念及びコンプライアンスに違反す
る行為等が行われていることを知ったときは、「コンプライアンス規程」に基づき担当
部署に通報する。

・内部通報制度に関しては、通報者の保護を図るとともに的確に対処する体制を整備す
る。
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(ｃ) 財務報告の適正性確保のための内部統制システムの整備
・当社は、社内規程を整備するとともに、会計基準その他関連する諸法令を遵守し、財務
報告の適正性を確保するための社内体制を構築する。

・当社は、内部統制に係る内部監査室を設置し、財務報告の適正性等を確保するための社
内体制につき、その整備・運用状況を定期的に評価・改善するための仕組みを構築す
る。

(ｄ) 内部監査
・当社は、代表取締役直轄の内部監査室を設置する。内部監査室は、「内部監査規程」に
基づき、業務全般に関し、法令、定款及び社内規程の遵守状況、職務の執行の手続き及
び内容の妥当性等につき、定期的に内部監査を実施し、代表取締役及び監査等委員会に
対し、その結果を報告する。また内部監査室は、内部監査により判明した指摘事項の改
善履行状況について、フォローアップ監査を実施する。

(ｅ) 反社会的勢力の排除
・当社は、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは一切の関わりを持たない。
当社が反社会的勢力から不当要求などを受けた場合には、警察署及び暴追センター等の
外部専門機関と連携し、如何なる面においても、反社会的勢力との関係は一切遮断す
る。

②　当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
(ａ) 情報の保存・管理

・取締役は、株主総会議事録、取締役会議事録等の法定文書の他、重要な職務執行に係る
情報が記載された文書（電磁的記録を含む。以下同じ。）を、「文書保管管理規程」そ
の他の社内規程の定めるところに従い、適切に保存し、管理する。

(ｂ) 情報の閲覧
・取締役は、いつでも、前項の情報を閲覧することができる。

③　当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
(ａ) リスク管理体制の整備

・経営活動に係る市場リスク、信用リスク、投資リスク、コンプライアンスリスク、情報
セキュリティリスク、その他様々なリスクに対処するため、当社は、「リスク管理規
程」に基づき、社内委員会及び当社のリスクを把握し管理するための責任部署を設置す
るとともに、必要な管理手法を整備し、当社のリスクを総括的かつ個別的に管理する。
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(ｂ) リスク情報の報告
・各リスクに対応する責任部署の責任者は、リスクに対する評価・分析及び対策・対応状
況を取りまとめ、代表取締役社長に報告する。

(ｃ) リスク監査
・内部監査室は、業務執行部門のリスク管理の状況について監査を行う。

④　当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
(ａ) 効率的な意思決定

・定例取締役会、必要に応じて随時開催する臨時取締役会のほか、取締役が職務の執行を
適正かつ効率的に行うための基礎となる経営判断を迅速に行うため、経営会議等の会議
体を組織し、それぞれの機能に応じて経営上の重要事項を審議し、意思決定を行う。

(ｂ) 職務権限・責任の明確化
・当社は、「業務分掌規程」、「職務権限規程」等、各種社内規程を整備し、各役職者の
権限及び責任の明確化を図り、適正かつ効率的な職務の執行が行われる体制を構築す
る。

(ｃ) 指名・報酬等に関する手続きの客観性の強化
・取締役の指名及び取締役の報酬等に関する手続きの客観性を高めるため、取締役会の下
にその諮問機関として指名・報酬諮問委員会を設置する。同委員会は、３名以上で構成
され、代表取締役２名に加え、その過半数を独立役員（東京証券取引所の定める独立役
員の要件及び当社の「独立性判断基準」に定める独立性の要件を満たす独立社外取締
役）とし、独立社外取締役が委員長を務める。同委員会は、「指名・報酬諮問委員会規
程」に則り、取締役の指名及び報酬等に関する事項について審議し、取締役会に対して
答申する。

⑤　当社及び当社子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
(ａ) 子会社の重要事項についての事前承認及び定期報告

・当社は、「子会社管理規程」に基づき、子会社の重要事項については事前に当社の承認
を義務付けるとともに、子会社から経営状況につき定期的に報告を受ける。
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(ｂ) 企業集団としてのリスク管理及び経営効率の向上
・当社は、「リスク管理規程」に基づき、子会社を含めたリスク管理体制を整備・運用す
るとともに、子会社の管理に関する業務を管掌する部署を定めて当社と子会社との緊密
な連携を保持し、企業集団としてのリスク管理及び経営効率の向上を図る。

(ｃ) 子会社に対する内部監査
・当社の内部監査室は、「内部監査規程」に基づき、必要に応じて子会社に対する内部監
査を実施し、その結果を代表取締役社長に報告する。

⑥　当社の監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する事項
(ａ) 補助使用人の選任

・監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合は、使用人を選任
し、兼務させる。

(ｂ) 補助使用人の取締役等（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性及び監査等委員
会の指示の実効性の確保
・監査等委員会を補助する使用人に対する指揮命令権限は、その監査業務を補助する範囲
内において監査等委員会に帰属するものとし、取締役（監査等委員である取締役を除
く。）、及び他の使用人は、監査等委員会の補助使用人に対し指揮命令権限を有しな
い。また、当該補助使用人の人事異動、人事評価、懲罰等の決定にあたっては、事前に
監査等委員会と協議し、決定する。

⑦　当社の監査等委員会への報告に関する体制
(ａ) 監査等委員会による調査

・監査等委員会が選定する監査等委員は、取締役会の他、経営会議、その他の重要な会議
に出席し、取締役及び使用人からその職務の執行状況を聴取し、関係資料を閲覧して、
当社及び子会社の業務及び財産の状況を調査することができる。

(ｂ) 当社及び当社子会社の取締役及び使用人等の報告義務
・当社及び当社子会社の取締役、監査役及び使用人は、監査等委員会が選定する監査等委
員の要求に応じて、自己の職務執行の状況を報告する。
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(ｃ) 当社及び当社子会社の取締役及び使用人等による経営上重大なリスク情報の報告義務
・当社及び当社子会社の取締役、監査役及び使用人は、監査等委員会に対して、次に掲げ
る事項を直ちに報告する。
　当社及び子会社に著しい損害を及ぼすおそれがある事実
　重大な法令又は定款違反事実

(ｄ) 不利益取扱いの禁止
・当社は、監査等委員会への報告を行った当社及び当社子会社の取締役、監査役及び使用
人に対し、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨
を社内に周知徹底する。

⑧　当社の監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限る。）につい
て生じる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項及び当社の監査等委員会の監査が実効
的に行われることを確保するための体制

(ａ) 監査費用の処理方針
・当社は、監査等委員が、監査等委員会の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理
を求めた場合は、監査等委員会の職務執行に支障のない様、適切かつ迅速に対応する。

(ｂ) 監査等委員会、会計監査人及び内部監査室の連携
・監査等委員会、会計監査人及び内部監査室は、適宜会合を行い、情報交換を行うととも
に、密接な連携を図るものとする。

(2) 業務の適正を確保する体制の運用状況
　当社は、前記の内部統制システムの整備を行い、取締役会において経営上の新たなリスクへの
対応策について検討しております。そのうえで、必要に応じて社内の諸規程及び業務の見直しを
行っており、内部統制システムの実効性の向上を図っております。
　常勤監査等委員は、監査等委員会監査の他、取締役会、経営会議及びコンプライアンス・リス
ク管理委員会等に出席し、業務執行の状況やコンプライアンスに関するリスクを監視しておりま
す。
　また、内部監査室が定期的に内部監査を実施し、内部統制の有効性の評価を行っております。

７．会社の支配に関する基本方針
　当社は、現時点におきましては、当該「基本方針」及び「買収への対応方針」につきまして、特
に定めておりません。しかしながら、今後の社会的な動向等を注視し、慎重に検討を行ってまいり
ます。
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剰余金の配当等の決定に関する方針

８．剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社では、中長期的に企業価値を高めるとともに、株主の皆様に対する利益還元を重要な経営課
題の一つとして位置付けております。配当については、将来の事業展開と経営体質強化のために必
要な内部留保を確保しつつ、業績動向、財務状況及び配当性向20%程度を目安とした上で総合的に
勘案し、株主の皆様に対して安定的・継続的な配当を実施していくことを基本方針としておりま
す。
　当事業年度の剰余金の配当につきましては、上記方針のもと、１株当たり25円00銭とさせてい
ただきます。内部留保資金の使途につきましては、今後の事業展開への備えとM＆Aを中心とした
非連続な成長実現に向けた投資資金として投入していくこととしております。

(注) 本事業報告中の記載金額・株数は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連結貸借対照表

連 結 貸 借 対 照 表

科　　　　目 金　　　額 科　　　　目 金　　　額
（資 産 の 部）
流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
売 掛 金
商 品
そ の 他
貸 倒 引 当 金
固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
そ の 他
無 形 固 定 資 産
の れ ん
顧 客 関 連 資 産
ソ フ ト ウ ェ ア
そ の 他
投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
敷 金 差 入 保 証 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金　

33,487,892
19,975,714

682,344
12,048,923

784,177
△3,268

21,233,216
1,945,872
1,692,053
253,819

16,846,194
15,060,627

481,278
1,056,703
247,584
2,441,149

35,830
1,847,214
523,309
53,661

△18,865　

（負 債 の 部）
流 動 負 債 14,677,195
１ 年 内 償 還 予 定 の 社 債 14,000
１年内返済予定の長期借入金 5,644,696
未 払 金 2,583,384
未 払 法 人 税 等 2,247,561
未 払 消 費 税 等 982,620
契 約 負 債 738,816
賞 与 引 当 金 622,732
そ の 他 1,843,385
固 定 負 債 18,614,386
社 債 37,000
長 期 借 入 金 18,298,835
そ の 他 278,551
負 債 合 計 33,291,582
（純 資 産 の 部）
株 主 資 本 20,885,959
資 本 金 2,850,655
資 本 剰 余 金 5,132,396
利 益 剰 余 金 12,923,700
自 己 株 式 △20,792
その他の包括利益累計額 16,805
その他有価証券評価差額金 14,700
為 替 換 算 調 整 勘 定 2,105
新 株 予 約 権 526,762
純 資 産 合 計 21,429,526

資 産 合 計 54,721,109 負 債 ・ 純 資 産 合 計 54,721,109

（2025年12月31日現在）
（単位：千円）
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連結損益計算書

連 結 損 益 計 算 書
( 2025年１月１日から
2025年12月31日まで)

科 目 金 額
売 上 高 100,614,584
売 上 原 価 47,323,933

売 上 総 利 益 53,290,650
販売費及び一般管理費 44,246,339

営 業 利 益 9,044,311
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 28,338
助 成 金 収 入 7,451
固 定 資 産 売 却 益 10,982
そ の 他 19,438 66,209

営 業 外 費 用
支 払 利 息 406,571
社 債 利 息 366
支 払 手 数 料 25,395
株 式 交 付 費 101,950
そ の 他 88,840 623,125
経 常 利 益 8,487,395

特 別 利 益
新 株 予 約 権 戻 入 益 9,167 9,167

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 243,077 243,077
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 8,253,485

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 3,203,941
法 人 税 等 調 整 額 △220,543 2,983,397
当 期 純 利 益 5,270,087
親会社株主に帰属する当期純利益 5,270,087

（単位：千円）
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連結株主資本等変動計算書

連結株主資本等変動計算書
( 2025年１月１日から
2025年12月31日まで)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当連結会計年度期首残高 902,889 3,184,630 8,092,166 △20,536 12,159,149

当連結会計年度変動額
新株の発行
（新株予約権の行使） 14,638 14,638 29,276

新株の発行 1,933,128 1,933,128 3,866,256

剰余金の配当 △438,553 △438,553
親会社株主に帰属する
当期純利益 5,270,087 5,270,087

自己株式の取得 △255 △255
株主資本以外の項目の
当連結会計年度変動額（純額）

当連結会計年度変動額合計 1,947,766 1,947,766 4,831,533 △255 8,726,809

当連結会計年度末残高 2,850,655 5,132,396 12,923,700 △20,792 20,885,959

その他の包括利益累計額
新株予約権 純資産

合計その他有価証券
評価差額金 為替換算調整勘定 その他の包括利益

累計額合計

当連結会計年度期首残高 4,050 － 4,050 331,411 12,494,611
当連結会計年度変動額
新株の発行
（新株予約権の行使） 29,276

新株の発行 3,866,256
剰余金の配当 △438,553
親会社株主に帰属する
当期純利益 5,270,087

自己株式の取得 △255
株主資本以外の項目の
当連結会計年度変動額（純額） 10,650 2,105 12,755 195,350 208,105

当連結会計年度変動額合計 10,650 2,105 12,755 195,350 8,934,915
当連結会計年度末残高 14,700 2,105 16,805 526,762 21,429,526

（単位：千円）
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貸借対照表

貸 借 対 照 表

科　　　　目 金　　　額 科　　　　目 金　　　額
（資 産 の 部）
流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
売 掛 金
商 品
前 払 費 用
関 係 会 社 短 期 貸 付 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金
固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
機 械 及 び 装 置
工 具 、 器 具 及 び 備 品
そ の 他
無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ ェ ア
ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定
商 標 権
そ の 他
投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
敷 金 差 入 保 証 金
長 期 前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

　

19,714,310
13,644,103

365,464
2,711,639
382,493

2,385,000
226,625
△1,016

23,426,013
726,819
603,998

2,493
117,657

2,670
1,249,796
1,006,176
237,297

2,830
3,492

21,449,396
25,830

20,666,615
549,814

8,368
198,717

1,337
△1,286

　

（負 債 の 部）
流 動 負 債 9,605,926
買 掛 金 107,384
１年内返済予定の長期借入金 5,618,260
未 払 金 1,462,703
未 払 費 用 921,575
預 り 金 105,977
未 払 法 人 税 等 305,410
未 払 消 費 税 等 396,871
契 約 負 債 387,781
賞 与 引 当 金 299,465
そ の 他 496
固 定 負 債 18,316,169
長 期 借 入 金 18,228,466
資 産 除 去 債 務 87,703
負 債 合 計 27,922,096
（純 資 産 の 部）
株 主 資 本 14,676,765
資 本 金 2,850,655
資 本 剰 余 金 5,132,396
資 本 準 備 金 2,810,655
そ の 他 資 本 剰 余 金 2,321,741
利 益 剰 余 金 6,714,506
利 益 準 備 金 10,000
そ の 他 利 益 剰 余 金 6,704,506
繰 越 利 益 剰 余 金 6,704,506

自 己 株 式 △20,792
評 価 ・ 換 算 差 額 等 14,700
その他有価証券評価差額金 14,700
新 株 予 約 権 526,762
純 資 産 合 計 15,218,227

資 産 合 計 43,140,323 負 債 ・ 純 資 産 合 計 43,140,323

（2025年12月31日現在）
（単位：千円）
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損益計算書

損 益 計 算 書
( 2025年１月１日から
2025年12月31日まで)

科 目 金 額
売 上 高 41,094,087
売 上 原 価 16,169,292

売 上 総 利 益 24,924,795
販売費及び一般管理費 22,742,701

営 業 利 益 2,182,093
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 1,254,124
助 成 金 収 入 7,451
そ の 他 4,190 1,265,766

営 業 外 費 用
支 払 利 息 395,166
社 債 利 息 119
支 払 手 数 料 21,845
株 式 交 付 費 101,950
そ の 他 32,830 551,912
経 常 利 益 2,895,947

特 別 利 益
新 株 予 約 権 戻 入 益 9,167 9,167

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 228,893 228,893
税 引 前 当 期 純 利 益 2,676,220

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 512,446
法 人 税 等 調 整 額 △10,240 502,206
当 期 純 利 益 2,174,013

（単位：千円）
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株主資本等変動計算書

株主資本等変動計算書
( 2025年１月１日から
2025年12月31日まで)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本
準備金

その他
資本
剰余金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他
利益剰余金 利益

剰余金
合計繰越利益

剰余金
当期首残高 902,889 862,889 2,321,741 3,184,630 10,000 4,969,046 4,979,046
当期変動額
新株の発行
（新株予約権の行使） 14,638 14,638 14,638

新株の発行 1,933,128 1,933,128 1,933,128
剰余金の配当 △438,553 △438,553
当期純利益 2,174,013 2,174,013
自己株式の取得
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 1,947,766 1,947,766 － 1,947,766 － 1,735,459 1,735,459
当期末残高 2,850,655 2,810,655 2,321,741 5,132,396 10,000 6,704,506 6,714,506

株主資本 評価・換算差額等
新株予約権 純資産合計

自己株式 株主資本
合計

その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △20,536 9,046,029 4,050 4,050 331,411 9,381,491
当期変動額
新株の発行
（新株予約権の行使） 29,276 29,276

新株の発行 3,866,256 3,866,256
剰余金の配当 △438,553 △438,553
当期純利益 2,174,013 2,174,013
自己株式の取得 △255 △255 △255
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 10,650 10,650 195,350 206,000

当期変動額合計 △255 5,630,735 10,650 10,650 195,350 5,836,736
当期末残高 △20,792 14,676,765 14,700 14,700 526,762 15,218,227

（単位：千円）
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連結会計監査報告

指定社員
業務執行社員 公認会計士 玉井　信彦
指定社員
業務執行社員 公認会計士 吉田　覚

独立監査人の監査報告書
2026年２月17日

株式会社BuySell Technologies
取　締　役　会　御　中

三優監査法人
　東京事務所

監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社BuySell Technologiesの2025年１月１日から
2025年12月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等
変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株
式会社BuySell Technologies及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況
を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ
る当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国にお
ける職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の
責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示するこ
とにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執
行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の
記載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載
内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、
そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告
することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に係る会計監査報告　謄本
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連結会計監査報告

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正
に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するた
めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるか
どうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示
する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表
示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明
することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利
用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と
しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
　・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手
続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切
な監査証拠を入手する。
　・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リス
ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
　・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性
及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
　・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に
基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか
結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事
項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に
対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基
づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
　・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい
るかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎とな
る取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
　・　連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠
を入手するために、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指揮、監督及び査
閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要
な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監
査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は
阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以　上
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個別会計監査報告

指定社員
業務執行社員 公認会計士 玉井　信彦
指定社員
業務執行社員 公認会計士 吉田　覚

独立監査人の監査報告書
2026年２月17日

株式会社BuySell Technologies
取　締　役　会　御　中

三優監査法人
　東京事務所

監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社BuySell Technologiesの2025
年１月１日から2025年12月31日までの第25期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算
書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）につい
て監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示してい
るものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査
の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当
監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人とし
てのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証
拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成
し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用
における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人
はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、そ
の他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか
検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか
注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、そ
の事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

会計監査人の監査報告書　謄本

－ 53 －
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個別会計監査報告

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切
であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企
業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視すること
にある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重
要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類
等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に
又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性が
あると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職
業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
　・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対
応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
　・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査
人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部
統制を検討する。
　・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見
積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
　・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した
監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実
性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査
報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の
注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監
査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業
は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
　・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計
算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内
部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項につ
いて報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守した
こと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための
対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用してい
る場合はその内容について報告を行う。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以　上
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監査等委員会の監査報告

監　査　報　告　書
　当監査等委員会は、2025年１月1日から2025年12月31日までの第25期事業年度における取締役の職
務の執行を監査いたしました。その方法及び結果について以下のとおり報告いたします。
１．監査の方法及びその内容

監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内容
並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその
構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、
下記の方法で監査を実施いたしました。

①監査等委員会が定めた監査等委員会監査等基準に準拠し、当期の監査の方針、職務の分担等に従い、会
社の内部監査部門その他内部統制所管部門と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等か
らその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧
し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社について
は、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の
報告を受けました。

②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、
会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会
計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各
号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備している旨の
通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益
計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照
表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認め
ます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められま
せん。

③内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シ
ステムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認めら
れません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人三優監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人三優監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2026年２月17日
株式会社BuySell　Technologies　監査等委員会
常勤監査等委員 鈴木　真美 印
　　監査等委員 原　敏弘 印
　　監査等委員 洞澤　美佳 印

（注）監査等委員鈴木真美、原敏弘及び洞澤美佳は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定する
社外取締役であります。

監査等委員会の監査報告書　謄本

以上
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地図

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

株主総会会場ご案内図
東京都新宿区西新宿八丁目17番１号
住友不動産新宿グランドタワー５階

ベルサール新宿グランド　コンファレンスセンター

ファミリーマート

成子天神社

セブンイレブン

スギ薬局

オークタワー
至新宿

至中野坂上

東京医大病院
青梅街道

新宿警察署

成子天神下

BIZ新宿

東京医大病院前

東京医大病院前

住友不動産
新宿
グランド
タワー

日土地
西新宿ビル

りそな銀行

（新宿駅行）
　東京医大病院前

東京メトロ丸ノ内線
西新宿駅
1番出口

公
園
通
り

ベルサール新宿グランド

西新宿三井
ビルディング

新宿
フロントタワー

（新宿駅行）
　成子坂下

成子坂下

交通　　東京メトロ丸ノ内線　西新宿駅　１番出口　徒歩３分
※当会場には、駐車場の用意はございませんので、ご来場の際は公共交通
機関をご利用くださいますようお願い申し上げます。


